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１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                                                               （百万円未満切捨て） 

 売 上 高    （増減率） 営業利益   （増減率） 経常利益    （増減率）

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

４４，３６５ （△3.7）
４６，０５１   (20.2)

４，１９７ （△5.7）
４，４４８  (455.7) 

４，２７２    （1.3）
４，２１８   (389.2)

18 年 3 月期 ９５，０９８     ８，１９８ ７，８７５    
 
 

中間(当期)純利益（増減率）
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円     ％ 円  銭 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

２，３８５  （△0.6）
２，３９８   (444.2)

１５．３８ 
１６．６６ 

18 年 3 月期   ４，７５１    ３２．１０ 

 
 

 (注)①期中平均株式数 
 18 年 9 月中間期 155,064,624 株   17 年 9 月中間期 143,957,745 株   18 年 3 月期 146,570,021 株 

    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

８６，０４５ 
８８，５５２ 

３３，３３８ 
２３，５５６ 

３８．７ 
２６．６ 

２１４．６６ 
１６３．６４ 

18 年 3 月期 ８９，８０５ ３２，１２７ ３５．８     ２０６．９５ 
 (注)①期末発行済株式数 

 18 年 9 月中間期 155,312,666 株    17 年 9 月中間期 143,953,121 株    18 年 3 月期 155,016,526 株 
   ②期末自己株式数   18 年 9 月中間期 83,510 株   17 年 9 月中間期 46,879 株   18 年 3 月期 66,313 株 
 

２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 

 
売 上 高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 ９１，０００ ９，０００ ５，２００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 33 円 48 銭 
 
３．配当状況 

 ・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末  期末 年間 

18 年 3 月期 ２．００ ４．００ ６．００ 

19年3月期（実績） ３．００ ―――― 

19年3月期（予想） ―――― ４．００ 
７．００ 

   
  上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ 

て予想数値と異なる場合があります。 
  なお、上記予想に関する事項は、中間決算短信（連結）の添付資料 4ページをご参照下さい。 

  

http://www.mitsubishisteel.co.jp/


( 単位 : 百万円 ）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 金 額 構 成 比

％ ％ ％

    ば         ね 14,172 30.8 14,754 33.2 582 30,621 32.2

    素   形   材 8,935 19.4 9,000 20.3 65 17,994 18.9

    特殊鋼鋼材 22,942 49.8 20,610 46.5 △ 2,332 46,482 48.9

    合        計 46,051 100.0 44,365 100.0 △ 1,686 95,098 100.0

仕

向

先

別

製  品  別  売  上  高

   品    名

            期    別
増   減

前中間期 当中間期

（ １ ７ ． ４ ～ １ ７ ． ９ ） （ １ ８ ． ４ ～ １ ８ ． ９ ）

100.044,365

42,709

前　　期

（ １ ７ ． ４ ～ １ ８ ． ３ ）

100.0△ 1,686 95,098

2,590 2.7

合           計 46,051 100.0

97.3

輸           出 1,060 2.3 1,656 3.7 596

96.3 △ 2,281 92,507国           内 44,990 97.7
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（ 単位 ： 百万円 ）

 46,051  44,365 △ 1,686  95,098 

 38,084  36,764  1,320  79,904 

7,966 7,601 △ 365 15,194 

 3,517  3,403  114  6,996 

 4,448  4,197 △ 251  8,198 

(   373 ） (   301 ） (△ 72 ） (   694 ）

受 取 利 息 及 び 配 当 金  235  244  9  431 

雑 収 入  138  56 △ 82  263 

(   603 ） (   226 ） (   377 ） (   1,017 ）

支 払 利 息  289  172  117  470 

雑 損 失  314  53  261  547 

 4,218  4,272  54  7,875 

(   1,476 ） (   4 ） (△ 1,472 ） (   1,628 ）

固 定 資 産 処 分 益  1,218  0 △ 1,218  1,218 

投 資 有 価 証 券 売 却 益  66  4 △ 62  218 

 191  0 △ 191  191 

特    別    損    失 (   1,556 ） (   45 ） (   1,511 ） (   1,429 ）

固 定 資 産 処 分 損  774  45  729  647 

減 損 損 失 781 0  781 781 

 4,139  4,230  91  8,074 

 1,535  1,740 △ 205  3,559 

 205  104  101 △ 236 

 2,398  2,385 △ 13  4,751 

1,674 － － 1,674 

214 － － 214 

0 － － 287 

0 － － 28 

3,858 － － 5,894 

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

(17.4～17.9)

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

厚生年金代行部分返上益精算

営  業  外  費  用

　　経    常    利    益

特    別    利    益

法人税、住民税及び事業税

　　売　　上　　総　　利　　益

販売費及び一般管理費

　　営    業    利    益

営  業  外  収  益

  科       目

売            上            高

売       上       原       価

(18.4～18.9) (17.4～18.3)

中  間  損  益  計  算  書

                期        別   前中間期 当中間期
増　　減

前　　期

前 期 繰 越 利 益

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

合併に伴う子会社株式消却損

中 間 配 当 額

中間配当に伴う利益準備金積立額
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（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）
期    別

科    目 （17．9．30） （18．3．31）

     （ 資 産 の 部 ）

43,845 42,290 40,750 △ 1,540 
4,165 865 509 △ 356 
5,448 5,463 4,019 △ 1,444 

20,868 21,312 21,578 266 

(   6,426) (   6,509) (   7,029) (   520)
2,603 3,039 3,364 325 

585 621 605 △ 16 
517 310 413 103 

2,059 1,999 2,137 138 
660 538 507 △ 31 

82 48 48 0 
453 676 579 △ 97 

2,926 4,628 4,620 △ 8 
3,424 2,755 2,234 △ 521 

50 29 129 100 

44,707 47,514 45,295 △ 2,219 
   有 形 固 定 資 産 15,812 14,748 14,212 △ 536 

7,464 7,325 7,160 △ 165 
754 677 633 △ 44 

5,380 4,364 3,771 △ 593 
51 49 41 △ 8 

241 273 317 44 
1,628 1,628 1,628 0 

290 427 659 232 

   無 形 固 定 資 産 132 171 161 △ 10 

 
   投 資 そ の 他 の 資 産 28,762 32,595 30,920 △ 1,675 

11,595 14,418 13,355 △ 1,063 
9,040 9,245 9,285 40 

26 26 22 △ 4 
304 566 735 169 

7,220 7,655 6,863 △ 792 
632 726 700 △ 26 

△ 57 △ 43 △ 43 0 

 

88,552 89,805 86,045 △ 3,760 

工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

資 産 合 計

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

出 資 金

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具

未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産

貯 蔵 品

前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金

仕 掛 品

（ た な 卸 資 産 ）
製 品
半 製 品
原 材 料

中  間  貸  借  対  照  表

対前期末増減
前中間期末 前期末 当中間期末

（18．9．30）
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（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

（17．9．30） （18．3．31）
     （ 負 債 の 部 ）

34,961 34,332 35,776 1,444 
12,440 13,640 10,544 △ 3,096 
9,716 10,023 10,376 353 
8,037 4,317 10,128 5,811 

261 286 418 132 
1,899 2,077 1,793 △ 284 
1,622 3,044 1,925 △ 1,119 

238 343 121 △ 222 
4 0 0 0 

55 75 102 27 
670 501 366 △ 135 
13 21 0 △ 21 

30,034 23,346 16,930 △ 6,416 
8,040 3,241 3,105 △ 136 

16,310 13,703 8,439 △ 5,264 
2,313 3,278 2,852 △ 426 
2,482 2,408 2,287 △ 121 

 194 223 246 23 
 693 493 0 △ 493 

64,996 57,678 52,706 △ 4,972 
     （ 資 本 の 部 ）

7,200 9,604 － －
893 3,287 － －
893 3,287 － －

11,989 14,054 － －
781 809 － －

7,350 7,350 － －
3,994 3,994 － －
3,355 3,355 － －
3,858 5,894 － －
3,480 5,203 － －

△ 7 △ 22 － －
23,556 32,127 － －

88,552 89,805 － －

     （ 純 資 産 の 部 ）
－ － 28,766 －
－ － 9,672 －
－ － 3,354 －

資 本 準 備 金 － － 3,354 －
－ － 15,772 －

利 益 準 備 金 － － 809 －
その他利益剰余金 － － 14,962 －
　  固定資産圧縮積立金 － － 2,619 －
　 別　途　積　立　金 － － 7,955 －
 　繰 越 利 益 剰 余 金 － － 4,387 －

－ － △ 33 －
－ － 4,572 －
－ － 4,572 －
－ － 33,338 －

－ － 86,045 －

未 払 費 用

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

　　科    目

固 定 資 産 処 分 損 引 当 金

資 本 金

預 り 金

負 債 合 計

そ の 他
設 備 工 事 支 払 手 形

退 職 給 付 引 当 金

当中間期末
（18．9．30）

純 資 産 合 計

負 債 ･ 純 資 産 合 計

固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金

負 債 ･ 資 本 合 計

自 己 株 式

中間（当期）未処分利益

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 負 債

新 株 予 約 権 付 社 債

中  間  貸  借  対  照  表

未 払 金

未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等

流 動 負 債

対前期末増減
前中間期末 前期末

利 益 剰 余 金
資 本 準 備 金

期    別　　

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金

長 期 借 入 金

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金

固 定 負 債

前 受 金
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当中間期（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

前期末残高（18.3.31） 9,604 3,287 3,287 809 3,994 3,355 5,894 14,054 △ 22 26,923

中間期中の変動額

新株の発行 67 67 67 135

剰余金の配当 △ 620 △ 620 △ 620

役員賞与 △ 46 △ 46 △ 46

中間純利益 2,385 2,385 2,385

自己株式の取得 △ 10 △ 10

固定資産圧縮積立金の取崩し △ 1,375 1,375 0 0

別途積立金の積立て 4,600 △ 4,600 0 0

株主資本以外の項目の中間期
中の変動額（純額）

      中間期中の変動額合計 67 67 67 0 △ 1,375 4,600 △ 1,506 1,718 △ 10 1,842

当中間期末残高（18.9.30） 9,672 3,354 3,354 809 2,619 7,955 4,387 15,772 △ 33 28,766

前期末残高（18.3.31） 5,203 5,203 32,127

中間期中の変動額

新株の発行 135

剰余金の配当 △ 620

役員賞与 △ 46

中間純利益 2,385

自己株式の取得 △ 10

固定資産圧縮積立金の取崩し 0

別途積立金の積立て 0

株主資本以外の項目の中間期
中の変動額（純額） △ 630 △ 630 △ 630

      中間期中の変動額合計 △ 630 △ 630 1,211

当中間期末残高（18.9.30） 4,572 4,572 33,338

- ５ -

純資産
合計

評価・換算差額等

そ の 他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等
合計

中間株主資本等変動計算書

資 本 金 自己株式
株主資本

合計

株主資本

利益剰余金
合計

資本剰余金 利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金

（単位：百万円）

繰越利益
剰 余 金

資本準備金



【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

1．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの … 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

移動平均法により算定）

時価のないもの … 移動平均法による原価法

2.  たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・半製品・仕掛品 … 総平均法による原価法

原 材 料　　 … 総平均法による低価法

貯 蔵 品 … 総平均法による原価法

3．有形固定資産の減価償却の方法

定率法

ただし、一部の建物（建物附属設備を除く）は定額法

4．無形固定資産の減価償却の方法

定額法

5．重要な引当金の計上基準

貸  倒  引  当  金 ・・・・・・・

額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金 ・・・・・・・

発生していると認められる額を計上している。

以内の一定の年数による定額法により費用処理している。

ぞれ発生の翌期から費用処理している。

役員退職慰労金引当金 ・・・・・・・

要支給額を計上している。

6．リース取引の処理方法

　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

7．消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

8．当中間期末日満期手形の会計処理

いる。なお、当中間期末日満期手形は、次のとおりである。

         受取手形

         支払手形

債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それ

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

… 移動平均法による原価法
子 会 社 株 式 及 び
関 係 会 社 株 式

   573百万円

1,249百万円

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

処 理 し て い る 。

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末

当中間期末日（金融機関休業日）満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理して
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（会計処理の変更）

している。

【中間損益計算書注記】
(単位：百万円）

【中間貸借対照表注記】
(単位：百万円）

前中間期末 当中間期末 前期末

【中間株主資本等変動計算書注記】

前期末（18.3.31） 株

当中間期増加 株

当中間期減少 株

当中間期末（18.9.30） 株
（注）当中間期の増加は、単元未満株式の買取りによる。

【リース取引注記】

ＥＤＩＮＥＴにより半期報告書の開示を行うため、記載を省略している。

【有価証券注記】

前中間期、当中間期及び前期において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

33,312　有形固定資産の減価償却累計額 34,003 33,539

（18.3.31）（17.9.30）

　保 証 債 務 等 4,734 4,8977,639

191

1,218
休止設備の売却益ほ
か 1,218

厚生年金代行部分の
実際返還による精算191

固 定 資 産 処 分 益

厚生年金代行部分返上益
精算

厚生年金代行部分の
実際返還による精算

休止設備の売却益ほ
か

当中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会
平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

（17.4～18.3）（17.4～17.9） （18.4～18.9）

これによる損益に与える影響はない。
　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は33,338百万円である。

中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間財務諸表は、改正後の中間
財務諸表等規則に基づき作成している。

前中間期

減 損 損 失

（ 特 別 損 失 の 主 な 内 訳 ）

781

固定資産処分損引当
金の繰入額ほか 647

土地の減損損失 781 土地の減損損失

0

83,510

66,313

（普通株式）

17,197

自己株式数

（18.9.30）

1．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当中間期 前　　期

固定資産処分損引当
金の繰入額ほか 774

機械装置の処分損
ほか 45

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用

（ 特 別 利 益 の 主 な 内 訳 ）

固 定 資 産 処 分 損
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